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 研究要旨 
 Post-COVID-19に至った現在においても、感染症流行下に切れ目なく病院と地域が連携

し患者の療養を支え続けるための有効な体制や人材育成手法は未だ確立しているとは言え

ない。そこで、当研究では、感染症流行下における切れ目のない退院支援体制の構築と、

感染症流行下における意思決定支援人材育成研修の横展開を目的とする。 

研究 1年目である 2022年度は、感染症流行下における切れ目のない退院支援体制の構

築に向けて、国内外文献等の知見を抽出すると共に、当センター地域医療連携室の退院支

援活動を可視化し、これらを統合してアルゴリズム化する。2023 年度はそのアルゴリズム

の実用可能性を検証し洗練化させる。また、当センターが先駆的に実施している移行期ケ

アの効果評価を行い、入院時から退院後に至る患者のプロセスに連動した効果的な支援体

制構築を総括する予定である。 

また、上記の入院時から退院後に至る患者に連動した一連の効果的な支援体制に関わる

ためには、患者中心の意思決定支援をプロセス視点で学ぶ教育が必要である。そこで、感

染症流行下における意思決定支援人材育成研修の横展開に向けて、2022年度はオンライン

を用いた意思決定支援研修のプログラム開発を行い、2023年度は多組織などとの連携によ

る普及を推進する。 

 
 主任研究者 
  三浦 久幸  国立長寿医療研究センター 在宅医療・地域医療連携推進部（部長） 
 分担研究者 
  山田 小桜里 国立長寿医療研究センター 在宅医療・地域医療連携推進部（看護師長） 
  後藤 友子  国立長寿医療研究センター 在宅医療・地域医療連携推進部（研究員） 
 
Ａ．研究目的 
 超高齢社会の日本において、感染症流行下においても支援者らには患者の価値観を共有

しながら、継続的に病院と地域が切れ目なく連携し、患者の療養を支え続ける支援体制が

強く求められる。同時に、そのための人材育成も重要である。しかし、感染症流行下にお
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ける病院と地域の切れ目のない支援体制や人材育成手法は未だ確立しているとは言えな

い。そこで、当研究は感染症流行期における意思決定支援上の課題の抽出及びその対応策

の検討を行い、再入院抑止等、退院後の支援体制の構築を目的とする。さらに、患者の価

値観を病院と地域の支援者が共有しながら切れ目のない支援を行うための、感染症流行下

でも継続可能なオンラインによる教育手法を開発し、横展開に向けた取組と課題を明らか

にすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 当研究は、研究目的大項目を 2つに整理し 2年計画で進めている。(図 1) 

図 1 研究スケジュール 

 

大項目 1 感染症流行下における切れ目のない退院支援体制の構築に関する研究 

感染症流行下における意思決定支援の阻害要因と対応法の検討として、2022年度は、国

内外の文献レビューと入退院支援に関わる実践者により感染症流行下における課題と、そ

れらの課題に対する対策を抽出した。また、日本の実臨床での活用を想定し当センターの

地域医療連携室主導による実践知や、取組む中での課題情報を収集し、アルゴリズム案の

作成を進めている。 

2023年度はアルゴリズム案が確定した後、倫理・利益相反審査を経て、実臨床でのアル

ゴリズム案のフィジビリティ調査を行う予定である。そして、フィジビリティ調査データ

を収集してアルゴリズムの改訂を行い、実臨床で活用し得るアルゴリズムの作成を目指

す。 

 また、退院後のアウトリーチ(移行期ケア)の知見を蓄積している当センターでは、退院

後の医療的ケアを要する患者を中心に移行期ケアとそのための、個別の事前調整が重要で
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あることを明らかにした。現在、移行期ケアの症例のデータを集積し、介入プロセス、患

者の変化について可視化作業を進めている。また、移行期ケアを受けた患者/家族を対象

に、患者/家族目線による移行期ケアの評価データを収集している。 

2023年度は移行期ケアの介入の明確化や課題を明らかにして、移行期ケア介入の改訂を

行う。さらに、患者/家族目線での移行期ケア評価を分析し、その効果や可能性の明らか

にする。 

 

大項目 2 感染症流行下における意思決定支援人材育成研修の横展開に関する研究 

地域包括ケアの基盤である、患者の意思に基づく暮らしを切れ目なく支えるためには人

材の育成が必須であり、そのような人材の育成において教育効果が確認された研修プログ

ラムの開発は必要不可欠である。また、人材育成には多くの時間を要するため、継続性の

高い研修運営方法を確立する必要がある。そこで、当研究ではオンラインツール(Zoom)を

用いた意思決定支援人材育成の研修プログラムの開発を進めている。現在、全国の様々な

地域の病院や医師会、自治体と連携しオンラインによる研修プログラムを運用している。

この研修プログラムを The New World Kirkpatrick Model で評価を行い、受講者による意

思決定支援実践と意思決定支援技能習得が確認できた。 

2023年度は、研修受講者のデータを集積し、受講者の意思決定支援実践に伴う行動変更

プロセスを検証する。また、受講修了者を対象に新たな研修運営のパートナーとしてリク

ルートして、意思決定支援の教育人材へのスキルアップ支援に関わる。そして、受講修了

者が教育人材へと成長発達するための課題や促進要因を明らかにし、研修プログラムに添

加する。 

 全国の様々な地域の病院や医師会、自治体と連携しながら研修を運営しつつ、さらなる

横展開に向けて研修参加組織のリクルートや情報発信を進める。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究では人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針を遵守し実施してい

る。本研究の調査で得られた個人情報に関してはこれを公表することはなく、倫理指針に

則り管理する。倫理委員会の承認が必要な研究については、各研究者の所属機関の倫理委

員会承認後に研究を開始している(No.1434, 1585)。連結データについては国立長寿医療

研究センターの所定場所においてこれを管理する。 

 

Ｃ．研究結果 

大項目 1 感染症流行下における切れ目のない退院支援体制の構築に関する研究 

感染症流行下における意思決定支援の阻害要因及び対応法(好事例)について、国内外の

文献の Scoping Reviewを行った。PubMed, Cochrane, Google Scholar, 医中誌に対して

検索式を用い COVID-19流行期における Information and Communication Technology(ICT)
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等のツールを用いた何らかの意思決定支援（介入）を行った関連論文を抽出した。以下に

検索のフローチャートを示した。 

 

 
図 2 感染症流行下における意思決定支援の阻害要因及び対応法(好事例)の文献抽出 

フロー 

 

結果、ハンドサーチも合わせて英文誌 18編、和文誌 1編が抽出され(図 2)、構造化抄録

を作成した。これらの介入論文以外に COVID-19下における意思決定支援上の課題を提議

している 8編に対し、考察を行った。 

国内でスマートフォンや iPadなどのタブレット機器を用いた集中治療室(Intensive 

care unit：ICU)に入室している COVID-19患者とその家族に対するオンライン面会システ

ム（virtual visit）を構築し、意思決定をサポートした事例報告が多く認められた。こ

の意思決定においては、系統だった意思決定支援スキルとして Shared Decision Making

が重要で、Elwyn らが開発した Three talk model(Team talk、Option talk、Decision 

talk)が有用であったという報告を認めた。さらに患者や家族が高齢者の場合は、ICTリテ

ラシーの問題が大きく、患者、家族双方の面会を実現するためのサポート体制の構築や機

器使用の細かい手順（誰がどのようなサポートを行うか、どのような声かけを行うか）を
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明確にして対応した報告も見られた。タブレット端末に COVID-19の最新情報を提供でき

るアプリを導入した海外の医療機関の事例もあり、ICTを decision aidとして利用する方

策は国内でも試みが必要と考えられた。 

課題としては通信機器の整備や高齢者自体の ICTリテラシーへの対応、ICT機器の使用方

法の支援に専門職等が多くの時間が割かれること等があげられた。特にスマートフォンの

アプリ等 ICT 機器を使用できる高齢者とできない高齢者の間にデジタル格差が明確となっ

ているという報告もある。 

今年度本研究では海外で工夫して行われている好事例を参考に、地域医療連携室員の

expert opinion を併せ、オンライン面会システム(virtual visit)の整備や Shared 

Decision Making を元にした支援の手順を決め、対応方策のアルゴリズム案を作成した。 

来年度は実際に現場に応用しての実用可能性を検討する予定としている。 

 また、当センターのアウトリーチによる退院支援である移行期ケアについて、20症例を

目標に掲げてデータの集積を進めている。入院時、入院中、退院時、退院後の場面に分け

て、介入の流れや患者の変化を分類し、一連の支援として整理をしている。 

  

大項目 2 感染症流行下における意思決定支援人材育成研修の横展開に関する研究 

 オンラインでの意思決定支援研修プログラムは、受講者のオンライン疲れと、運営側へ

のオンライン負担への軽減を考慮し、短時間の研修を複数回実施するモデルで進めてい

る。現時点での受講者の専門性は、看護師が最も多く、次いで医師、医療ソーシャルワー

カー(MSW)、介護支援専門員などであった。(図 3) 

 

図 3 オンラインでの意思決定支援研修受講者の専門性割合 
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受講者の専門性の臨床経験は臨床経験 25年以上が最も多く、臨床経験が多いほど受講

者が多い傾向であったが、会場型研修と比較すると、臨床経験が少ない専門職も参加して

いたことが明らかになった。(図 4)   

 
図 4 オンラインでの意思決定支援研修受講者の臨床経験年数 
 
 意思決定支援技能評価では、当研究者らが開発した共有意思決定支援評価指標(日本語

版 SDM-Q-9/日本語版 SDM-Q-Doc/ケアの SDM-Q-ケア活用者用/ケアの SDM-Q-ケア提供者用)

を用いて、1回目と 3回目の研修における技能を比較し、確実に技能の向上があることを

確認した。(図 5) 
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図 5 オンラインでの意思決定支援研修受講者の意思決定支援技能の前後結果 

(Provider/エラーバー) 

 
Ｄ．考察と結論 

 2020 年からの COVID-19のパンデミックを経験し、患者を支える支援者らは感染症流行

下においても継続的に病院と地域が切れ目なく連携し、患者の価値観を共有しながら療養

を支え続ける支援体制の重要性を強く認識していることが明らかになった。しかし、その

ための連携方法や体制構築については未だに確立していない。今回、当研究では、患者の

プロセスに沿った退院支援体制の構築と、その支援人材育成という系統的課題に着手し

た。 

当センターの病院組織内での退院支援方法は大きく分けて 2パターンがあり、感染症流

行下に病院内だけで行う退院支援について、有効性が確認された ICTツールを用いた意思

決定支援実践の知見が収集できた。また、地域医療連携室が実施している移行期ケア(ア

ウトリーチ)については、国内外でも感染症流行下での研究知見が限られている。しか

し、当センターでの積み上げてきたデータを基に支援を受けた患者視点でのプロセス評価

や介入手法の明確化が実施可能であることが分かった。今後は地域医療連携室が実施して

いる移行期ケア(アウトリーチ)の効果評価にも着手し、新しい効果的な退院支援の知見を

社会に発信することが期待される。 

また、感染症流行下でも持続可能な人材育成については、オンラインでの研修プログラ

ムが開発できた。今後は多組織との連携し研修プログラムの実装化と普及に取組む。 
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援評価尺度を基にしたケア版評価尺度の開発. 第 13回日本プライマリ・ケア連合

学会学術大会, 2022, 神奈川県． 

９）後藤友子, 三浦久幸；Advance care planningを実践する看護師の意思決定支援理

由とケア決定事項の抽出－共有意思決定支援技能研修会の振り返りからの考察－. 

第 27回日本老年看護学会学術集会, 2022, オンライン． 

１０）後藤友子, 三浦久幸；地域拠点を中心とした地域包括ケアシステムの中で展開する

アドバンス・ケア・プランニング実践教育～住み慣れた地域において切れ目のなく

患者の療養希望を支えるための体制づくり～. 第 67回日本透析医学会学術集会, 

2022, 神奈川県． 

１１）後藤友子, 井藤直美, 三浦久幸；2次医療圏単位で取り組む、地域ケア(日常の療養

支援)と地域の中核病院とを連結する包括的入退院支援の取り組み－愛知県在宅医

療介護連携推進事業の更なる展開－. 第 4回日本在宅医療連合学会大会, 2022, 兵

庫県.  

１２）後藤友子、井藤直美、三浦久幸；介護支援専門員による担当患者の入院時支援活動

とその不安要因、課題認識の分析－愛知県入退院調整支援事業調査の結果から－. 

第 76回国立病院総合医学会, 2022, 熊本県． 

１３）後藤友子；Advance care planning(ACP)実践に向けた医療者教育～Shared 
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decision making(SDM) 技能訓練を組み込んだ ACPのためのチープアプローチ～. 

第 28回日本腹膜透析医学会, 2022, 岡山県. 

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
 １．特許取得 
   なし 
 ２．実用新案登録 
   なし 
 ３．その他 
   なし 
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